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第 1章 公立病院経営強化プランの策定にあたって 

公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のた

め重要な役割を果たしていますが、多くの公立病院において、経営状況の悪化や

医師不足等のために、医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になっていたこと

から、総務省は「公立病院改革ガイドライン」（平成 19（2007）年総務省自治財

政局長通知）及び「新公立病院改革ガイドライン」（平成 27（2015）年総務省自

治財政局長通知）を策定し、各公立病院に対して公立病院改革プラン及び新公立

病院改革プランの策定を要請してきました。これまで各地方公共団体において、

再編・ネットワーク化や経営形態の見直しなど、病院事業の経営改革の取り組み

が行われてきましたが、依然として厳しい環境が続いており、持続可能な経営を

確保しきれていない病院も多いのが実態です。中でも不採算地区病院をはじめと

する中小規模の病院においては、医師・看護師等の確保が進んでおらず、特に厳

しい状況に置かれているため、経営強化の取り組みにより、持続可能な地域医療

提供体制を確保していく必要があります。（総務省「持続可能な地域医療提供体

制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン」） 

 

(1)公立病院経営強化プランの趣旨 

 今後の公立病院経営強化の目指すところは、公・民の適切な役割分担の下、

地域において必要な医療提供体制の確保を図り、その中で公立病院が安定した経

営の下でへき地医療、不採算医療や高度、先進医療等を提供する重要な役割を継

続的に担えることにあります。医師・看護師の不足、偏在や人口減少、少子高齢

化に伴う医療需要の変化等の課題に対応し、持続可能な地域医療提供体制を確保

するためには、医師の確保等を進めつつ、限られた医師・看護師等の医療資源を

地域全体で最大限効率的に活用するという視点を最も重視し、新興感染症の感染

拡大時等の対応という視点からも、公立病院の経営を強化していくことが重要で

す。そのためには、地域の中で各公立病院が担うべき役割・機能を改めて見直し、

病院間の連携を強化したうえで、個々の公立病院の経営が持続可能となり、明確

化・最適化した役割・機能を発揮し続けることが可能となるよう、経営強化の取

り組みを進めていくことが必要です。（総務省「同上ガイドライン」） 

 

(2）公立病院経営強化プランの計画期間 

公立病院経営強化プランの計画期間は令和 6（2024）年度から令和 9（2027）

年度までの 4年間とします。 
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第 2章 横芝光町立東陽病院を取り巻く環境 

1.山武長生夷隅医療圏の人口と年齢構成 

第二次保健医療圏は、健康増進・疾病予防から入院治療まで一般的な保健医療

を提供する区域で、一般に複数の市区町村で構成されています。千葉県は 9 つの

医療圏で構成されており、横芝光町立東陽病院（以下、当院と記載する。）は山

武長生夷隅医療圏に属しています。山武長生夷隅医療圏は茂原市、東金市、勝浦

市、山武市、いすみ市、大網白里市、山武郡、長生郡、夷隅郡からなる二次保健

医療圏です。「千葉県年齢別・町字別人口」によると山武長生夷隅医療圏の人口

は減少傾向にあり、平成 29（2017）年度に 437,962 人であったのに対し、令和 4

（2022）年度には 413,103 人となり、平成 29（2017）年度人口対比で 94.3%

（24,859人減少）となっています。 

山武長生夷隅医療圏の人口を年齢区分ごとにみると、0～14 歳、15～64 歳につ

いては平成 29（2017）年度以降減少傾向にあり、65 歳以上の高齢者については

増加傾向にあります。平成 29（2017）年度から令和 4（2022）年度の 5 年間で 0

～14 歳人口は約 6,000 人、15～64 歳人口は約 26,000 人減少しているのに対し

て、65 歳以上人口は約 7,000 人増加しています。65 歳以上人口は大幅の変動が

小さいのに対して、その他の年齢人口の減少幅が大きいため、高齢化率が高まっ

ています。国立社会保障・人口問題研究所の推計値によると山武長生夷隅医療圏

の将来推計人口は減少傾向にあり、令和 27（2045）年度の人口は 277,215人と推

計されており平成 29（2017）年度と比較すると約 63％程度の人口となります。 

 

図表．山武長生夷隅医療圏の年齢区分ごとの人口推移と減少率（単位：千人）1 

 

図表．山武長生夷隅医療圏の年齢区分ごとの推計人口推移と減少率（単位:千人）2 

 

 
1 千葉県年齢別・町字別人口（各年） 
2 国立社会保障・人口問題研究所（2018 年 3 月推計） 

平成29年
（2017年度）

平成30年
（2018年度）

令和元年
（2019年度）

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

合計 437,962 433,048 427,994 422,832 417,988 413,103

0-14歳 44,455 43,296 41,979 40,626 39,568 38,400

15‐64歳 249,622 243,864 238,554 233,244 228,133 223,739

65歳以上 143,885 145,888 147,461 148,962 150,287 150,964

減少率 100.0% 98.9% 97.7% 96.5% 95.4% 94.3%

令和7年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

合計 385,723 359,629 332,484 304,613 277,215

0-14歳 33,924 29,873 26,342 23,584 20,995

15‐64歳 200,474 180,558 160,655 138,694 121,885

65歳以上 151,325 149,198 145,487 142,335 134,335

減少率 88.1% 82.1% 75.9% 69.6% 63.3%
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山武長生夷隅医療圏と同様の傾向で、横芝光町の人口は平成 29（2017）年度

が 24,403 人、令和 4（2022）年度には 22,903 人であり 5 年間で約 1,500 人の人

口が減少したことが確認できます（「千葉県年齢別・町字別人口」）。将来人口に

ついては、令和 7（2025）年度には 21,060 人、令和 27（2045）年度には 15,302

人になることが推計されており、平成 29（2017）年度人口対比で令和 27（2045）

年度には 62.7%となっており、約 37％減少する見込みです。（「国立社会保障・人

口問題研究所」による人口推計） 

山武長生夷隅医療圏及び横芝光町を取り巻く環境は上記の通り、人口の減少や

年齢構成の変化があることから、今後、実態に見合った医療供給体制の構築が求

められます。 

図表.横芝光町の年齢区分ごとの人口推移と減少率（単位：千人）3 

 

図表.横芝光町の年齢区分ごとの推計人口推移と減少率（単位：千人）4 

 

2.山武長生夷隅医療圏の機能別病床数 

機能別病床数は、二次保健医療圏ごと基準が定められています。新公立病院改

革ガイドラインが策定された平成 29（2017）年度当初は、山武長生夷隅医療圏

の総病床数は 3,443 床でしたが、令和 4（2022）年度時点では 3,269 床まで減少

しました。令和 7（2025）年度の基準病床数である 2,931 床に対しては 338 床が

過剰となっています。機能別にみると令和 4（2022）年度時点で、急性期の基準

病床は 887 床に対して 1,379 床あり、492 床が過剰、慢性期の基準病床は 994 床

に対して 1,257 床あり、263 床過剰となっています。一方で、高度急性期の基準

病床は 104 床に対して 32 床（72 床不足）、回復期の基準病床は 946 床に対して

386床あり（560床不足）となっています。 

 
3 千葉県年齢別・町字別人口（各年） 
4 国立社会保障・人口問題研究所（2018 年 3 月推計） 

平成29年
（2017年度）

平成30年
（2018年度）

令和元年
（2019年度）

令和2年
（2020年度）

令和3年
（2021年度）

令和4年
（2022年度）

合計 24,403 24,088 23,760 23,467 23,256 22,903

0-14歳 2,613 2,535 2,459 2,387 2,330 2,265

15‐64歳 13,537 13,202 12,877 12,598 12,348 12,080

65歳以上 8,253 8,351 8,424 8,482 8,578 8,558

減少率 100.0% 98.7% 97.4% 96.2% 95.3% 93.9%

令和7年
(2025年)

令和12年
(2030年)

令和17年
(2035年)

令和22年
(2040年)

令和27年
(2045年)

合計 21,060 19,676 18,236 16,750 15,302

0-14歳 1,994 1,767 1,554 1,396 1,236

15‐64歳 10,808 9,912 9,061 7,921 7,101

65歳以上 8,258 7,997 7,621 7,433 6,965

減少率 86.3% 80.6% 74.7% 68.6% 62.7%
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第 3章 役割・機能の最適化と連携の強化 

1.地域医療構想を踏まえた当院の果たすべき役割・機能 

地域医療構想は、平成 26（2014）年 6月に交付された「地域における医療及び

介護の総合的な確保を推進するための関係法令の整備等に関する法律（医療介護

総合確保推進法）」により改正された医療法で医療計画の一部として位置付けら

れ、令和 7 年に向けて、少子高齢化の進展が見込まれる中、限られた医療・介護

資源を効果的・効率的に活用し、地域において安心で質の高い医療・介護サービ

スが受けられるよう、医療機関の病床機能分化と連携を推進することを目的とし

ています。 

千葉県が策定した地域医療構想によると、当院が属する山武長生夷隅保健医療

圏では一般病床及び療養病床への入院患者数は令和 12（2030）年度にピークを

迎え、その後は減少に転じると予測され、令和 7（2025）年度の必要病床数は、

高度急性期及び回復期は不足し、急性期及び慢性期は過剰となると見込まれてい

ます。一方、在宅医療等の需要（患者数）は令和 17（2035）年度にピークを迎

えると予測されていることから、病床機能の分化及び連携の推進、在宅医療提供

体制の充実・強化が求められています。 

令和元（2019）年 9 月に地域医療構想に係る公立・公的医療期間等の「急性期

機能」に着目した再編成が必要な病院として厚生労働省から公表され、具体的対

応方針を再検討することとされましたが、当院は公表前から病床機能の効率化と

地域性を踏まえ、令和元（2019）年度に病棟改修を行い、地域的に不足が見込ま

れる回復期病床に対応するため、地域包括ケア病床を 17 床から 19床へ増床させ

ました。また、医療療養病床を 45 床から 21 床へと減床し、令和 2（2020）年度

1月には病床総数を 100床から 95床へとダウンサイジングを行いました。一般病

床については 55 床のうち 25 床を回復期相当の患者を受け入れるベッドとして運

用することで中核病院から患者の受け入れをしており、周辺医療機関と連携し、

容態の安定した患者に対して自宅退院や施設入所までの間にリハビリの提供や療

養環境の提供を行っています。 

また、大幅に在宅医療の必要量が増すことが見込まれていることから、令和元

（2019）年 10 月には訪問看護ステーションを併設し、訪問診療と合わせ質の高

い支援体制を構築するとともに、24時間体制の在宅医療に取り組んでいます。 

当院は、今後も近隣病院や診療所、介護関係者と連携を図り、地域の町立病院

として急性期から回復期、在宅医療まで一貫した医療提供を可能とした「地域に

根ざした病院」を目指していきます。 
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2.機能分化や医療の質の向上、連携強化への取り組み 

病床機能・規模について、当院はこれまでも山武長生夷隅医療圏で不足が見込

まれる回復期病床の対応として地域包括ケア病床の拡充と在宅医療支援体制の強

化に取り組んできましたが、地域医療構想を踏まえ、地域包括ケア病床の拡充を

検討します。 

また、今後の人口減少及び少子高齢化の進展に伴い、当院における入院患者数

の将来推計は令和 12（2030）年度までは増加傾向にありますが、令和 17（2035）

年度以降は減少に転じると推計されており、病院建物も令和 13（2031）年度に

は耐用年数を超過することから、今後の人口動態や地域に求められる医療を考慮

しながら病床機能の更なる転換及びダウンサイジング等を検討していきます。 

連携強化について、横芝光町は二次保健医療圏では山武長生夷隅医療圏に属し

ていますが、医療圏の東端に位置していることから香取海匝医療圏の高度急性期

病院との強い連携があります。高度急性期病院の後方支援医療機関としての役割

を担う当院は、急性期後の患者受け入れを強化していくため、山武長生夷隅医療

圏だけではなく、隣接する香取海匝医療圏とも、医療圏を超えた連携を進めてい

きます。 

 

3.地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割  

当院は、地域の町立病院として急性期から回復期、在宅医療まで一貫した医療

提供を可能とした「地域に根ざした病院」を目指し、訪問診療及び 24 時間体制

の訪問看護サービスを提供し在宅医療を支えています。今後も、住民が住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを最後まで続けることができるよう、近隣病院や診療

所、介護関係者等と連携を図り、地域完結型の地域包括ケアシステムに貢献して

いきます。 
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第 4章 当院の現状と課題  

1.当院の現状 

(1)機能別病床数の推移 

当院では平成 29（2017）年度から令和元（2019）年度までは、急性期病床 45

床、回復期病床 17床、慢性期病床 38床の計 100床で運用してきました。前述し

たような将来の人口や、地域医療構想上求められる機能別病床数を考慮し、令和

2（2020）年度に急性期病床を 24縮小し 21 床、回復期病床を 2床増床し 19床、

慢性期病床を 17 床増床し 55 床の計 95 床に運用を改めました。これにより高齢

者が増加していく中、回復期以降の医療を安定的・効率的に提供することが可能

となりました。 

図表．当院の届出病床数（単位：床） 

 

(2）入院診療実績 

直近 5カ年における入院患者数については、年々減少しており、平成 29（2017）

年度は 67.2 人/日（許可病床数に対して 67.2％）でしたが、令和 4（2022）年度

は 56.0人/日（許可病床数に対して 59.3％）となっています。患者数が減少した

要因は、医療圏における人口減少や常勤医の減少に伴う診療体制の変更が挙げら

れます。それに伴い、入院収益が減少しています。 

一方で、診療単価は増加傾向にあります。平成 29（2017）年度には 25,012 円

/人でしたが、令和 4（2022）年度には 27,575円/人となっています。 

図表.入院に関する指標 
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図表.1日あたり患者数と入院診療単価の推移（単位：人、円） 

 

(3)外来診療実績 

外来患者数については、年々減少しており、平成 29（2017）年度は 101.6 人/

日でしたが、令和 4（2022）年度には 101.3人/日となっています。入院と同様に

減少傾向にあるものの入院患者数と比較すると緩やかな傾向にあります。一方で

診療単価は増加傾向にあり、平成 29（2017）年度は 7,335 円/人だったのに対し

令和 4（2022）年度では 9,067円/人となっています。結果的に外来収益は増加傾

向にあります。 

 

図表.外来に関する指標 

 

 

図表.1日あたり外来患者数と外来診療単価の推移（単位：人、円） 
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（4）経営状況 

まず、医業収益ですが、当院の大きな収益源となっている入院収益は、平成

30（2018）年度をピークに減少傾向にあります。一方、外来収益は、年度によ

り増減はあるものの令和 3（2021）年度からは 300,000千円程度の水準まで増

加傾向にあります。令和 4度（2022）年度の入院収益を見ると、対前年度

65,114円（10.5％）の減少、平成 29（2017）年度からは 55,767千円

（9.1％）の減少となっています。 外来収益の令和 4（2022）年度を見ると、

対前年度では 12,648千円（4.2％）減少していますが、平成 29（2017）年度か

らは 25,075千円（9.5％）の増加となっています。入院収益及び外来収益等を

合算した医業収益は、令和 4（2022）年度を見ると、対前年度では 71,947千円

（7.0％）の減少、平成 29（2017）年度からは 2,931千円 （約 0.3％）の増加

となっています。 

一方、医業費用を見ると、令和 3（2021）年度から非常勤医師に係る診療科

目の組換えを行ったことにより、給与費が減少となりましたが、経費が増えて

いること、また、感染症対策に係る材料費や委託料が増えたことにより、令和

元年度以降、材料費及び経費が増加となっています。訪問看護ステーションに

関しては、令和元（2019）年度に訪問看護ステーションを開設した後、順調に

増収していますがそれ以上に費用がかかっており、訪問看護ステーション事業

単体では赤字を計上しています。以上のように、患者数の減少等により医業収

益が減少する一方で、施設の老朽化や人件費の上昇といった費用増大の要因が

重なり、医業損益では例年 450,000千円～500,000千円程度の赤字となってい

ます。 

しかし、医業収益の 40～50％程度の負担金交付金が投入されていることもあ

り、経常損益は医業損益の 10％未満程度まで圧縮されています。なお、負担金

交付金が最も多かったのは令和元（2019）年度であり、493,699千円まで増加

しました。その後減少傾向にはありますが、令和 2（2020）年度は 464,401千

円（平成 29（2017）年度比＋113,310千円）、令和 3（2021）年度は 399,005千

円（平成 29（2017）年度比＋47,914千円）、令和 4（2022）年度は 442,309千

円（平成 29（2017）年度比＋91,219千円）となっています。不採算な医療な

どを担う自治体立病院に対しては、基準に沿った一般会計からの繰り入れが認

められているものの、今回の「持続可能な地域医療提供体制を確保するための

公立病院経営強化ガイドライン」では、当プランの対象期間中に経常黒字（経

常収支比率が 100％以上）化が求められています。当院においては、当期間中

での経常黒字化は困難であるものの、以降記載のような数値目標を定め、医業

収益の改善に向けた取り組みを進めてまいります。 
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2．経営指標に係る数値目標 

地方公立病院の役割として不採算部門を引き受けることで地域住民の健康と安

全を守っています。一方で、持続可能な医療提供を行うには、健全かつ効率的な

経営を行うことが必要とされており、不採算部門を引き受けつつも収益の増加、

経費削減に取り組んでいくことが求められています。これらの観点から当院が果

たすべき役割を踏まえつつ、達成すべき数値目標を設定します。 

 

図表.新病院改革プラン内の数値目標（％） 

 

 

図表.医療機能や医療の質、連携の強化に係る数値（％・件） 
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目標値

令和7年度

（2025年度）

目標値

令和8年度

（2026年度）

目標値

令和9年度

（2027年度）

目標値

常勤医師数（人） 8 8 7 7 10 8 8 8 8

医業収支比率（％） 62.7 64.9 68.8 64.1 66.6 65.8 66.3 68.9 70.8

経常収支比率（％） 99.2 99.3 98.5 96.5 94.7 94.4 94.9 97.3 99.1

令和元年度

（2019年度）

実績値

令和2年度

（2020年度）

実績値

令和3年度

（2021年度）

実績値

令和4年度

（2022年度）

実績値

令和5年度

（2023年度）

見込値

令和6年度

（2024年度）

目標値

令和7年度

（2025年度）

目標値

令和8年度

（2026年度）

目標値

令和9年度

（2027年度）

目標値

一日あたり

外来患者数（人）
163.0 144.1 145.7 141.4 146.0 148.0 152.0 156.0 160.0

一日あたり

入院患者数（人）
56.7 55.1 60.7 56.0 58.0 60.6 63.2 65.8 68.4

病床利用率（％） 57.4 58.0 63.9 59.0 61.1 63.8 66.5 69.3 72.0

新入院患者数（人） 732 730 676 590 608 635 663 690 717

紹介患者数（人） 714 634 734 692 710 737 765 792 819

逆紹介患者数（人） 833 749 886 829 851 883 916 949 981

訪問看護件数（件）

※R元.10月開始
700 2,368 2,866 2,192 2,180 2,340 2,500 2,660 2,820
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3.目標達成に向けた具体的な取り組み 

当院の課題に対して、現在の院内資源の中で最大限の収益改善策の実施を行

い、経常収支での黒字化を図ることを目標とし、下記のような取り組みを実行

していきます。 

 

① 紹介患者の増加による病床稼働率の向上 

 当院へ入院する新入院患者は、令和元（2019）年度までは 60人/月程度

でしたが、新型コロナウイルスの影響もあり、令和 2（2020）年度には 56

人/月、令和 3（2021）年度には 49人/月となり、減少傾向です。また、

入院経路別に確認すると、救急搬送によるものが全体の 75％を占めてお

り、近隣医療機関や介護施設からの紹介が 8～9％程度、予定入院が 15％

程度となっており、救急搬送件数の減少が、直接的に新入院患者数の減

少、また、稼働率の低下へと繋がる構造になっています。この課題を解決

するため、近隣医療機関や介護施設との連携を強化し、紹介患者を増加さ

せていき、稼働率の向上ができるよう寄与します。 

 

② 地域包括ケア病床の拡大 

地域における病院の役割を踏まえ、今後の需要に応じて『地域包括ケア

病床（地域包括ケア入院医療管理料）』を増加し、急性期病院で急性期治

療を経過した患者の受け入れや、在宅等で療養を行っている患者の緊急時

の受け入れなどを行い、1日当たり入院患者数・外来患者数の増加や病床

利用率の向上等を目指します。 

 

③ 届出可能な施設基準の対応 

診療報酬改定への的確な対応と診療報酬の請求漏れや減点の防止、未収

金の未然防止や早期回収等、収入増加や収入確保対策に取り組みます。 

 

④ 訪問看護の充実 

今後、在宅医療の必要量が増加していくことを想定し、令和元（2019）

年 10月には訪問看護ステーションを併設し、以後 24時間体制の在宅医療

に取り組んできました。今後も継続的に対応し、地域の需要にあわせて拡

充を検討していきます。 

 

⑤ 委託費等費用の見直し 

委託料については、委託内容、委託先及び契約方法等を全般的に見直す

ことによる既存業務の委託の適正化、効率化が見込める業務の外部委託の
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推進に取り組みます。医療機器等の導入については、安易に機種を指定す

ることなく、全国の実勢価格や希望機種に対する競合品等の情報をできる

限り収集し、病院の規模・機能に見合った機種を適正な価格で導入し、減

価償却費等の抑制に努めます。 

 

4.一般会計負担金の考え方 

地方公共団体が設置する公立病院は、地域医療の確保といった公共性が要求さ

れるとともに地方公営企業として独立採算を原則としています。しかし、地方公

営企業法において「その性質上企業の経営に伴う収入をもって充てることができ

ない経費」や「性質上公立的な経営をもってもなおその経営に伴う収入をもって

充てることが客観的に困難であると求められる経費」については、総務省通知に

よる繰出基準に基づいて一般会計から病院事業会計への繰出しが認められていま

す。 

当院は、公立病院として地域医療の確保、充実のため安定した医療提供の堅持

が求められていることから、今後も病院運営上必要な範囲で一般会計がその経費

を負担していくことが必要であることから、町財政担当課と十分協議し、引き続

き繰出基準に基づいて繰入れを行っていきます。しかし、限られた財源の中、一

般会計の負担が過大になっていることから、持続可能な医療提供体制の確保のた

め、これまで以上に経営改善に取り組んでいきます。 

 

図表.一般会計負担金の考え方についての項目 

 

 

繰出項目 基準要綱

地域医療の確保に要する経費 医師等の待機及び空床の確保等に要する経費

リハビリテーション医療に要する経費 リハビリテーション医療に要する経費ー収益

高度医療に要する経費 高度医療機器の維持管理に要する経費

企業償還金（利子） 建築家医療費に係る企業債の利息償還金

医師確保に要する経費（環境改善・派遣に要する経費）

医師及び看護師等の研究研修に要する経費

共済追加費用の負担額

その他財政再建企業等 児童手当の給付に関する経費

その他運営費分担金 その他運営改善に要する経費

建築家医療費に要する経費 医療機器購入費、工事費

企業債償還金（元金） 建築改良費に係る企業債の元金償還金

経営基盤強化対策
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5.住民理解のための取り組み  

令和 3（2021）年度の第 2 次横芝光町総合計画後期基本計画の策定に向けた住

民アンケート調査において、高齢者支援、障害者支援、地域福祉について 75％

前後が「満足・やや満足・普通」、保健・医療についても約 75％が「満足・やや

満足・普通」と回答しており、町の保健・医療・福祉施策について一定の満足を

得られています。また、重要度という観点では、医療・福祉において「重要・や

や重要・普通」の回答が約 85％で、住民からの期待は高くなっています。一方、

医療機関の利用のしにくさについては約 46％で、交通の利便性や診療科目の充

実（小児科・産婦人科）などが求められています。また、当院では隔年で患者満

足度調査をしていますが、令和 5（2023）年度に実施した調査では、コロナ禍で

の様々な制限、経年に伴う施設・設備の老朽化や地域に開設が少なく予約制では

ない診療科の待ち時間が長い状況ではあるものの、施設・設備、接遇、診療、時

間に対する総合評価では、外来が 79％、入院が 76.6％と約 8 割の患者または家

族から「満足」、「やや満足」の評価をいただき、令和 3（2021）年度の前回調査

と比べて向上しています。 

今後も患者満足度調査を実施し、その結果を利用者サービスの向上につなげる

とともに、当院の状況や将来の姿をホームページや町広報誌等で開示しながら、

住民に信頼される病院を目指します。 

 

第 5章 医師・看護師等の確保と働き方改革 

1.医師・看護師等の確保 

地方病院の医師不足は全国的な問題となっていますが、山武長生夷隅医療圏は

全国 335 医療圏中第 302 位という医師少数区域で、病院独自での確保は困難を極

めています。当院では、千葉大学附属病院との連携による医師派遣のほか、千葉

県の「医師少数区域等医師派遣促進事業」の活用、町独自の奨学金貸付制度等に

より医師の確保を図っていますが、引き続き千葉大学附属病院への医師派遣依頼

及び県の補助事業活用、並びに自治医科大学卒業医師の派遣要望を行うとともに、

地域医療に関心を持つ医師に従事してもらえる環境づくりをしていきます。また、

自治医科大学生や県の医師修学資金制度利用者の実習を積極的に受け入れること

で、若手医師の確保にも努めていきます。看護師等の医療スタッフについては、

ホームページ、町広報誌、業界団体を通じた募集のほか、町独自の奨学金貸付制

度、民間紹介会社を通じ確保をしてきました。今後は、地域ニーズに合わせ、当

院の果たすべき役割・機能に応じた人員配置となるよう、計画的に確保していき

ます。 
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2.医師の働き方改革への対応 

令和 6（2024）年度 4 月から医師の時間外労働時間の上限が規定されることか

ら、医師の働き方の見直しが求められています。当院では、医師、看護師、その

他コメディカル等の多職種での恒常的な時間外労働はなく、一般的な労働者と変

わりない水準であるほか、子育てや介護、妊娠中の医師でも仕事と両立できる働

きやすい職場環境にあります。また、医師の時間外上限規制について、Ａ水準

（年 960 時間以下/月 100 時間未満）の特例指定水準を取得し、宿日直許可を受

けていることから、大学や民間病院から医師を受け入れやすい状態となっており、

医師の働き方改革への対応を進めています。今後も引き続き時間外労働の削減に

努めるとともに、ICTの活用など業務の効率化に取り組んでいきます。 

第 6章 経営形態の見直し 

1.経営形態の見直しに係る記載事項と選択肢、留意事項 

当院は現在、地方公営企業法の一部適用（財務規程のみ適用）により運営して

います。当院の経営規模、地理的条件（不採算地区）などから、経営形態の見直

しに係る選択肢は限られますが、当院が果たすべき役割・機能を将来に渡って持

続可能なものとする観点から、地方公営企業法の適用による経営形態を引き続き

維持していきます。ただし、今後の医療需要の変化や患者層の変化が予測されて

いることから、変化に対し柔軟な対応が可能な地方公営企業法の全部適用を検討

していきます。 

図表.経営形態見直しの選択肢 

 

項目 内容

①地方独立行政法人化

　地方独立行政法人法の規定に基づき、地方独立行政法人を設立し、経営を譲渡するも

のです。地方公共団体と別の法人格を有する経営主体に経営が委ねられることにより、予

算・財務・契約、職員定数・人事・給与等の面でより自律的・弾力的な経営が可能となり、

権限と責任の明確化に資することが期待されます。ただし、この場合、設立団体からの職員派

遣は段階的に縮減を図る等、実質的な自律性の確保に配慮することが適当です。

②地方公営企業法の全部適用

　病院事業に対し、財務規定等のみならず、同法の規定の全部を適用するものです。これに

より、事業管理者に対し、人事・予算等に係る権限が付与され、より自律的な経営が期待さ

れるものです。ただし、地方公営企業法の全部適用は、経営の自由度拡大の範囲は、地方

独立行政法人化に比べて限定的であり、制度運用上、事業管理者の実質的な権限と責任

の明確化を図らなければ、民間的経営手法の導入が不徹底に終わる可能性があります。

③指定管理者制度の導入

　法人その他の団体であって当該普通地方公共団体が指定するものに、公の施設の管理を

行わせる制度であり、民間の医療法人等を指定管理者として指定することで、民間的な経

営手法の導入が期待されるものです。本制度の導入が所期の効果を上げるためには、①適

切な指定管理者の選定に特に配意すること、②提供されるべき医療の内容、委託料の水準

等、指定管理者に係る諸条件について事前に協議し、相互確認をしておくこと、③病院施設

の適正な管理が確保されるよう、地方公共団体において事業報告書の徴取、実地の調査等

を通じて、管理の実態を把握し、必要な指示を行うこと、④医師・看護師等の理解を得なが

ら進めること等が求められます。

④事業形態の見直し

　当該公立病院が地域において果たすべき役割・機能を改めて見直した結果、当該役割・

機能を将来にわたって持続可能なものとする観点から、民間譲渡または診療所、介護医療

院、介護老人保健施設などへの転換がより有効であるか検討する必要があります。なお、民

間譲渡に当たっては、当該病院が担っている不採算・特殊部門等の医療について、譲渡後

相当期間の継続を求めるなど、地域医療提供体制の確保の面から譲渡条件等について譲

渡先との十分な協議が必要です。
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第 7章 新興感染症等の拡大時に備えた平時からの取り組み 

1.新興感染症の感染拡大時に備えた体制の確保 

今般の新型コロナウイルス感染症では、地域住民の健康と安全を守る役割や政

策医療を実践する医療機関として、公立病院の重要性が再認識されることとなり

ました。 

当院では、通常診療の継続を最重要な役割としつつ、発熱外来の設置、PCR 検

査等の検査、ワクチン個別接種、自宅療養者への訪問看護の提供を行いました。

入院については、病棟のゾーニングが病院の構造上難しいという課題があったこ

とから、当初は新型コロナ感染症以外の患者や新型コロナ感染症から回復した後

も引き続き入院管理が必要な患者の受け入れをする後方支援医療機関としての役

割を担っていましたが、感染患者数の増加による病床不足を受け、中等症Ⅱまで

を対象とする病床を確保し、入院の受入れをしました。 

新興感染症は、発生時期、感染力、病原性などについて事前に予測することは

困難ですが、発生後、速やかに対応ができるよう平時から備えておくことは重要

ですので、感染防護具等の備蓄、院内感染対策の徹底、感染管理に係る人材育成

などに継続的に取り組むとともに、新興感染症が発生した際には、時期や役割に

応じ速やかに対応できるよう準備を行います。 

 

(1)新興感染症の感染拡大時に罹患した患者の病床確保・スペースの確保 

当院では新型コロナウイルス蔓延時に専用の病床を確保し診療に努めてきまし

た。同様に新興感染症の感染拡大時には、即座に機能転換が可能な病床を平時か

ら整備します。また、新興感染症の発生時には感染拡大防止の観点から患者のゾ

ーニング等が必要になることが予想され、日頃より患者のゾーニング等に活用し

やすいスペースを確保します。これにより、新興感染症に罹患した患者を早期に

受け入れつつ、通常の診療を継続することが可能となります。 

 

(2)新興感染症の感染拡大時に備えた感染防護服等の確保 

当院では新型コロナウイルスに罹患した患者を受け入れるにあたり感染拡大防

止の観点から感染防護服等の確保を行っています。新興感染症が感染拡大した場

合や院内で罹患した患者が発生した場合、感染対策を行うことでクラスターの発

生を防ぎます。また、新型コロナウイルスの感染拡大によって感染防護服の供給

が滞った経験から、感染防護服の備蓄管理により診療を継続すべく対策を講じて

います。 
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(3)新興感染症の感染拡大時に備えたルールや方針の共有等 

令和 2（2020）年度から現在まで続いております新型コロナウイルス感染症の

対応を通し、新興感染症発生時に備えて、平時より感染対策委員会等を中心に院

内感染対策の徹底、職員に対しての教育、感染防止マニュアルの整備に取り組ん

でいます。 

 

第 8章 施設・設備の適正化と経営効率化等 

1.施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

当院は平成 3（1991）年度に移転新築をし、建築から 32年が経過しています。

そのため、病院施設の老朽化が進み、修繕費用が大きい状況になっています。今

後の人口減少及び少子高齢化の進展によって医療需要が変化していくことを踏ま

え、当院の役割・機能の最適化を見据えた視点をもって病院施設の管理や更新を

計画的に行い、整備費を抑制していきます。 

 

2.デジタル化への対応 

当院では平成 28（2016）年度より電子カルテを導入し、デジタル化の取り組

みを進めているほか、令和 3（2021）年度にはマイナンバーカードの健康保険証

利用（オンライン資格認証）の導入、令和 6（2024）年度には電子処方箋にも対

応する予定です。今後も、医療の質の向上や医療情報の連携、患者満足度の向上、

院内全体の働き方改革、病院業務の効率化などを目的にデジタル化を推進してい

きます。 

 

第 9章 経営強化プランの点検・評価・公表 

1.経営強化プランの点検・評価・公表 

本プランの点検・評価は、院内において徹底した進捗管理を行うとともに、毎

年 1 回を目途に、客観的な評価を実施予定です。また、公表についてはホームペ

ージ等を中心に適切に実施していきます。 
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別紙

　　 年 度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度
（2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

決算（千円） 決算見込み（千円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

１. ａ 961,133 1,052,496 1,030 1,040 1,083 1,114

(1) 847,505 964,307 964 974 1,017 1,048

557,464 652,973 664 674 717 748

290,041 311,334 300 300 300 300

(2) 113,628 88,189 66 66 66 66

37,440 37,800 39 39 39 39

２. 19,822 21,357 23 25 26 28

19,822 21,357 23 25 26 28

３. 559,203 520,559 518 518 518 518

(1) 211,188 241,402 219 219 219 219

(2) 192,277 180,358 191 191 191 191

(3) 57,043 9,695 10 10 10 10

(4) 87,810 78,300 87 87 87 87

(5) 10,885 10,804 11 11 11 11

(A) 1,540,158 1,594,412 1,571 1,583 1,627 1,660

１. ｂ 1,498,597 1,581,026 1,565 1,568 1,572 1,574

(1) 868,260 940,072 955 955 955 955

(2) 95,825 110,805 103 107 112 116

(3) 380,321 376,362 369 374 379 384

(4) 134,420 146,329 121 114 108 100

(5) 19,771 7,458 17 18 18 19

２. 32,176 34,948 32 32 32 32

32,176 34,948 32 32 32 32

３. 64,641 67,776 68 68 68 68

(B) 1,595,414 1,683,750 1,665 1,668 1,672 1,674

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) △ 55,256 △ 89,338 △ 94 △ 85 △ 45 △ 14

１. (D) 7,000 1,449 1 0 0 0

２. (E)

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 7,000 1,449 1 0 0 0

△ 48,256 △ 87,889 △ 93 △ 85 △ 45 △ 14

１. 0 107,400 44 25 50 20

２. 24,299 27,668 23 33 33 33

３.

４.

５.

６.

７.

８.

９. 119,526 0 0 0 0 0

(a) 143,825 135,068 67 58 83 53

(c)

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 143,825 135,068 67 58 83 53

１. 130,099 124,021 64 35 55 30

２. 43,701 37,028 36 55 55 55

43,701 37,028 36 55 55 55

３.

４.

(B) 173,800 161,049 100 90 110 85

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 29,975 25,981 33 32 27 32

64.1% 66.6% 65.8% 66.3% 68.9% 70.8%

96.5% 94.7% 94.4% 94.9% 97.3% 99.1%

　　 年 度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度
（2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度）

（千円） （千円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

440,861 420,678 417 407 407 407

24,229 27,592 23 33 33 33

465,090 448,270 440 440 440 440

　経営強化プラン対象期間中の各年度収支計画

区分

医 業 収 益

料 金 収 入

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

訪問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 収 益

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 収 益

医 業 外 収 益

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

経 常 収 益

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

訪問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 費 用

訪 問 看 護 ス テ ー シ ョ ン 費 用

医 業 外 費 用

経 常 費 用

特 別 利 益

う ち 他 会 計 繰 入 金

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

工 事 負 担 金

固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他

収 入 計

う ち 翌 年 度 へ 繰 り 越 さ れ る

支 出 の 財 源 充 当 額

前年度同意等債で当年度借入分

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

う ち 建 設 改 良 の た め の 企 業 債 分

う ち 災 害 復 旧 の た め の 企 業 債 分

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

う ち 繰 延 勘 定

支 出 計

医 業 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

【一般会計からの繰入金の見通し】

区分

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合 計

特
別
損
益

(b)

収
　
益
　
的
　
収
　
入
　

収
 
 
 
 
 
 
 
入

支
 
 
 
 
出

資
　
本
　
的
　
支
　
出

収
　
　
　
　
　
　
入

支
　
　
出


